
石油天然ガス田の探鉱・資産買収等事業に対する
出資金について

平成2９年11月
経済産業省



リスクマネー供給関係１．主な油ガス田の出資・債務保証案件の実績

採択年度 出資/債務保証 案件 金額

Ｈ27 出資 アブダビ油田 674億円
（うち借入れ310億円）

Ｈ25 出資 北米シェールガス田 210億円

Ｈ24 出資 北米シェールガス田 402億円

Ｈ24 出資 北米シェールガス田 400億円

Ｈ22 出資 イラク油田 182億円

H24 債務保証 豪州ガス田 2,244億円

Ｈ20 債務保証 カザフスタン油田 2,209億円

金額は、平成28年度末における累積出資額、債務保証残高
1

 JOGMECは権益取得を行うプロジェクト会社に対して民間企業と共同で出資を行い、当該プロ
ジェクト会社の株式を取得。

 油ガス田の発見・開発が一定程度進み、プロジェクトに参画している民間企業がJOGMECに株
式の売却を要請してくる場合や、 JOGMEC自身が売却することが必要であると判断した場合に、
株式の売却を行う。



２．世界の石油・天然ガス開発企業の規模
 世界的に見て、我が国石油・天然ガス開発企業の規模・競争力は脆弱。

 石油・天然ガス開発は巨額かつハイリスク。国際競争力の確保には、欧米石油メジャーに匹敵す
る企業規模を持ち、我が国の自主開発比率を支える、自律的な中核的企業の存在が必要。

1,195 

123 

392 321 330 
235 286 

171 
350 311 

205 256 
151 220 217 174 135 205 124 103 91 115 64 91 124 112 96 68 17 34

172 

680 
310 

168 84 
175 88 

204 
2 28 

119 61 
140 56 47 88 121 33 

101 78 78 48 99 68 15 23 34 56 89 160

500

1,000

1,500

Sa
ud

i A
ra

m
co
（
サ
ウ

…

Ga
zp

ro
m
（
ロシ
ア
）

N
IO

C（
イラ
ン
）

CN
PC
（
中
国
）

Ro
sn

ef
t（
ロシ
ア
）

Ex
xo

nM
ob

il（
米
国
）

PD
VS

A(
ベ
ネ
ズ
エ
ラ）

Q
P（
カタ
ー
ル
）

IN
O

C（
イラ
ク）

KP
C（

クウ
ェー
ト）

BP
（
英
国
）

Pe
m

ex
（
メキ
シ
コ）

Ro
ya

l D
ut

ch
 S

he
ll…

Pe
tr

ob
ra

s（
ブ
ラジ
ル
）

Ad
no

c（
Ｕ
Ａ
Ｅ
）

Ch
ev

ro
n（

米
国
）

So
na

tr
ac

h（
ア
ル
ジ
ェリ

…

Lu
ko

il（
ロシ
ア
）

To
ta

l（
フラ
ン
ス
）

St
at

oi
l（
ノル
ウ
ェー
）

En
i(イ
タリ
ア
）

N
N

PC
（
ナ
イジ
ェリ
ア
）

Pe
tr

on
as
（
マ
レ
ー
シ
ア
）

Co
no

co
Ph

ill
ip

s（
米
国
）

Su
rg

ut
ne

fte
ga

s（
ロシ

…

CN
O

O
C（

中
国
）

Si
no

pe
c（
中
国
）

O
N

GC
（
イン
ド）

N
ov

at
ek
（
ロシ
ア
）

IN
PE

X(
日
本
）

石油
（万B/D）

天然ガス
（万BOE/D）

(万BOE/D)

出典：Energy Intelligence（PIW 2016/11)を基に資源エネルギー庁作成 2

ExxonMobil Shell BP Chevron Total
218,608 233,591 183,008 110,215 149743

INPEX 三菱商事 三井物産

8,037 59,061
(10,931)

34,394
(4,272)

石油メジャーと日本企業の売上高（2016年：百万ドル）

※日本企業は年度。
※括弧内はエネルギーセグメントの数値。
※日本銀行の月次レートを引用
（$1＝¥108.8）

各国企業の生産規模（2016年）



外部専門家による
資産評価

採択
（理事長決裁）

業務方法書に基づく案件審査採択フロー 経済産業大臣が
政策との整合性を
個別確認

同上 同上外部専門家による
資産評価

同上 同上第三者委員会
による確認

現行

海外資源会社の買収
・資本提携の場合

国営石油企業の
株式取得の場合

：

：

：

３．JOGMECのリスクマネー供給と案件審査体制
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開発出資
（石油）

開発・液化出資
（ガス）

資産買収出資
【政府保証借入】探鉱出資

【エネ特会】

調査段階 探鉱段階 開発段階・生産段階

リスク 必要資金
リスクと必要資金

カントリーリスク

石油・天然ガス

資産買収出資/ 開発出資
【エネ特会】

債務保証【エネ特会】

運営費交付金
【エネ特会】

国営石油企業
単独出資

【政府保証借入】
国営石油企業単独出資
【産投、エネ特会】

資産買収出資 【産投】 （ガスのみ）

開発・液化出資 【産投】（ガスのみ）

企業買収出資
【政府保証借入】

企業買収出資
【産投、エネ特会】



４．自主開発の推進の必要性
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2010年度震災前 2016年度 2030年長期需給見通し

石油・天然ガス部門における自主開発量
万Boe/日

供給量551 供給量560

供給量431

生産減退に伴い
新たな石油・天然ガスの
権益獲得が必要

 オイルショックを契機として、1970年代より我が国は石油の自主開発政策を推進。自主開発比
率※の向上を政策目標に掲げている。

 2009（平成21）年度以降は天然ガスも合算。2030年に40％以上とすることが目標。
（2016（平成28年）度は27.4％）。
※自主開発比率＝（我が国企業の権益下にある石油・天然ガスの引取量＋国産生産量）÷ （石油・天然ガスの輸入量＋国内生産量）

23.5％ 27.4％
40％

国名 比率 主要エネルギー企業
英 193.2％ BP、Shell など

仏 126.1％ Total など

伊 65.2％ Eni など

中 64.2％ CNPC、Sinopec、CNOOC

主要各国の自主開発比率
（2015年※試算）
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